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地方税法の改正等について

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付

税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律（平成２８年法律第８６号）及び地方税法

施行令の一部を改正する政令等の一部を改正する政令（平成２８年政令第３６０号）は平成２

８年１１月２８日にそれぞれ公布され、原則として公布の日から施行されることとされたので、

次の事項に留意の上、適切に運用されるようお願いいたします。

また、貴都道府県内市区町村に対してもこの旨周知されるようよろしくお願いします。

なお、この通知は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４（技術的な助言）に

基づくものです。
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Ⅰ 総括的事項

世界経済の不透明感が増す中で、新たな危機に陥ることを回避するためにあらゆる政策を

講ずることが必要となっていることを踏まえ、以下の点について所要の改正を行うこととし

た。

(1) 地方消費税の税率引上げの施行日の変更及び消費税に係る地方交付税の率の変更等を

行うこととした。

(2) 法人住民税の法人税割の税率の引下げの実施時期及び地方法人特別税等に関する暫定

措置法の廃止時期の変更を行うこととした。

(3) 自動車取得税の廃止時期並びに自動車税及び軽自動車税における環境性能割の導入時期

の変更を行うこととした。

(4) 個人住民税の住宅借入金等特別税額控除の適用期限を延長することとした。

Ⅱ 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交

付税法の一部を改正する法律の改正に関する事項

(1) 消費税の収入額に対する地方交付税の率について、以下の措置を講ずることとした。

ア 平成３１年度から２０．８％（消費税率換算１．４７％）とすること。（税制抜本改

革法４）

イ 平成３２年度から１９．５％（消費税率換算１．５２％）とすること。（税制抜本改

革法５）

ウ アの施行期日を平成３１年４月１日とし、イの施行期日を平成３２年４月１日とする

こと。（税制抜本改革法附則１）

(2) 地方消費税の税率の７８分の２２（消費税率換算２．２％）への引上げに係る改正規定

の施行期日を平成３１年１０月１日とすることとした。（税制抜本改革法附則１）

Ⅲ 地方税法の改正に関する事項

個人の道府県民税及び市町村民税の住宅借入金等特別税額控除について、その対象となる

家屋の居住年の期限を平成３３年まで延長することとした。（法附則５の４の２①④⑥⑨、

附則４５③⑥）

Ⅳ 地方税法等の一部を改正する等の法律の改正に関する事項

第１ 道府県税の改正に関する事項

１ 道府県民税

(1) 法人税割の税率の引下げに係る改正規定の施行期日を平成３１年１０月１日とするこ

ととした。（平成２８年改正法附則１、４②）

(2) に伴い、外国税額控除の限度額の計算方法等に係る改正規定の施行期日を平成３１

年１０月１日とすることとした。（平成２８年改正令附則１）

(3) 特定寄附金税額控除に係る控除額の変更に係る改正規定の施行期日を平成３１年１０

月１日とすることとした。（平成２８年改正法附則１、４②）

２ 事業税

(1) 都道府県が、納付された法人の事業税の額の一部に相当する額を、都道府県内の市町
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村に対し、各市町村の従業者数で按分して交付する交付金（以下「法人事業税交付金」

という。）の創設に係る改正規定の施行期日を平成３１年１０月１日とすることとした。

ただし、平成３１年度に限り、市町村に対し交付するものとされる法人事業税交付金は、

同年度内に交付しないで、平成３２年度に市町村に対し交付するものとされる法人事業

税交付金に加算して交付するものとすることとした。（平成２８年改正法附則１、６②

～⑤）

(2) 都道府県が市町村に交付すべき法人の事業税額を算出する際に当該都道府県に納付さ

れた法人の事業税額に相当する額に乗じる率に係る改正規定の施行期日を平成３１年

１０月１日とすることとした。（平成２８年改正令附則１、４②）

(3) 都道府県が法人の事業税の一部を市町村に交付する場合における交付時期及び交付時

期毎に交付すべき額に係る改正規定の施行期日を平成３１年１０月１日とすることとし

た。（平成２８年改正令附則１、４②～④）

(4) 第３の４に伴い、資本金の額又は出資金の額（以下「資本金」という。）１億円超の

普通法人の事業税の標準税率の変更に伴う経過措置について、次のとおり見直すことと

した。（平成２８年改正法附則５⑥⑦）

ア 資本金１億円超の普通法人のうち平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日ま

での間に開始する事業年度に係る付加価値額が４０億円未満の法人について、当該事

業年度に係る事業税額が平成２８年３月３１日現在の付加価値割、資本割及び所得割

の税率を当該事業年度のそれぞれの課税標準に乗じて計算した金額を超える場合にあ

っては、付加価値額が３０億円以下の法人についてはその超える額に２分の１の割合

を乗じて得た金額を、付加価値額が３０億円超４０億円未満の法人についてはその超

える額に当該付加価値額に応じて２分の１から０の間の割合を乗じて得た金額を、そ

れぞれ当該事業年度に係る事業税額から控除する措置を講ずること。

イ 資本金１億円超の普通法人のうち平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日ま

での間に開始する事業年度に係る付加価値額が４０億円未満の法人について、当該事

業年度に係る事業税額が平成２８年３月３１日現在の付加価値割、資本割及び所得割

の税率を当該事業年度のそれぞれの課税標準に乗じて計算した金額を超える場合にあ

っては、付加価値額が３０億円以下の法人についてはその超える額に４分の１の割合

を乗じて得た金額を、付加価値額が３０億円超４０億円未満の法人についてはその超

える額に当該付加価値額に応じて４分の１から０の間の割合を乗じて得た金額を、そ

れぞれ当該事業年度に係る事業税額から控除する措置を講ずること。

３ 自動車取得税

自動車取得税の廃止に係る改正規定の施行期日を平成３１年１０月１日とすることとし

た。（平成２８年改正法附則１、平成２８年改正令附則１）

４ 自動車税

(1) 環境性能割の創設に係る改正規定の施行期日を平成３１年１０月１日とすることとし

た。（平成２８年改正法附則１、平成２８年改正令附則１）

(2) 平成２９年４月１日に施行することとされている、次に掲げる平成２９年４月１日

から平成３１年３月３１日までの期間に取得された自動車に係る環境性能割の特例措

置に係る規定を削除することとした。（平成２８年改正法２、平成２８年改正令１）
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ア 一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者が道府県の条例で定める路線の運行の

用に供する一般乗合用のバスに係る非課税措置

イ 一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者が路線定期運行の用に供する自動車

（以下「路線バス等」という。）のうち、一定のノンステップバスで初回新規登録

を受けるものに係る課税標準の特例措置

ウ 路線バス等のうち、一定のリフト付きバスで初回新規登録を受けるものに係る課

税標標準の特例措置

エ 一般乗用旅客自動車運送事業を経営する者がその事業の用に供する乗用車のうち、

一定のユニバーサルデザインタクシーで初回新規登録を受けるものに係る課税標準

の特例措置

オ 車両安定性制御装置又は衝突被害軽減制動制御装置を備える自動車で初回新規登

録を受けるものに係る課税標準の特例措置

カ 被災自動車等又は対象区域内用途廃止等自動車等に代わるものと道府県知事が認

める自動車に係る非課税措置

(3) 現行の自動車税の種別割への変更に係る改正規定の施行期日を平成３１年１０月１

日とすることとした。（平成２８年改正法附則１、平成２８年改正令附則１）

(4) に伴い、次に掲げる自動車税の特例措置について、所要の規定の整備を行うこと

とした。（平成２８年改正法１の２）

ア 排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車の税率を軽減する特

例措置

イ 新車新規登録から一定年数を経過した環境負荷の大きい自動車の税率を重くする

特例措置

ウ 被災自動車又は対象区域内用途廃止等自動車に代わるものと道府県知事が認める

自動車に係る非課税措置

第２ 市町村税の改正に関する事項

１ 市町村民税

(1) 法人税割の税率の引下げに係る改正規定の施行期日を平成３１年１０月１日とするこ

ととした。（平成２８年改正法附則１、１７②）

(2) に伴い、外国税額控除の限度額の計算方法等に係る改正規定の施行期日を平成３１

年１０月１日とすることとした。（平成２８年改正令附則１）

(3) 特定寄附金税額控除に係る控除額の変更に係る改正規定の施行期日を平成３１年１０

月１日とすることとした。（平成２８年改正法附則１、１７②）

２ 軽自動車税

(1) 環境性能割の創設に係る改正規定の施行期日を平成３１年１０月１日とすることとし

た。（平成２８年改正法附則１、平成２８年改正令附則１）

(2) 平成２９年４月１日に施行することとされている、平成２９年４月１日から平成３１

年３月３１日までの期間に取得された被災自動車等又は対象区域内用途廃止等自動車等

に代わるものと道府県知事が認める三輪以上の軽自動車に係る環境性能割の非課税措置

に係る規定を削除することとした。（平成２８年改正法２、平成２８年改正令１）
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(3) 現行の軽自動車税の種別割への変更に係る改正規定の施行期日を平成３１年１０月１

日とすることとした。（平成２８年改正法附則１、平成２８年改正令附則１）

(4) に伴い、次に掲げる軽自動車税の特例措置について、所要の規定の整備を行うこと

とした。（平成２８年改正法１の２）

ア 排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい軽自動車の税率を軽減する特

例措置

イ 被災自動車等又は対象区域内用途廃止等自動車等に代わるものと市町村長が認める

軽自動車等に係る非課税措置

第３ その他

１ 第１の２に伴い、地方税の減収に伴う地方債の特例措置に係る改正規定の施行期日を

平成３２年４月１日とすることとした。（平成２８年改正法７の２、附則１）

２ 平成３１年度及び平成３２年度に限り、廃止前の地方法人特別税等に関する暫定措置法

に係る地方債の特例措置を講ずることとし、当該特例措置に係る改正規定の施行期日を平

成３１年４月１日とすることとした。（平成２８年改正法７、７の２、附則１）

３ 地方税法の改正に伴う地方債の特例措置について、Ⅱ、Ⅳの第１の１、第２の１

及び第３の４に伴い、法人事業税交付金に係る部分以外の部分に係る改正規定の施行期日

を平成３１年１０月１日とし、Ⅳの第１の２に伴い、法人事業税交付金に係る部分に係

る改正規定の施行期日を平成３２年４月１日とすることとした。（平成２８年改正法７、

７の２、附則１）

４ 地方法人特別税等に関する暫定措置法の廃止に係る改正規定の施行期日を平成３１年

１０月１日とすることとした。（平成２８年改正法附則１、３１、３２、平成２８年改正

令附則１、１６）

Ⅴ 地方税法施行令の一部を改正する政令（平成２６年政令第３１６号）の改正に関する事項

地方消費税率の７８分の２２（消費税率換算２．２％）への引上げの実施時期が平成３１

年１０月１日とされること等に伴い、地方消費税の徴収取扱費に関する経過措置等の施行期

日を改正する等の規定の整備を図ることとした。（平成２６年改正令附則１、４～８、１０、

１１）

Ⅵ 地方税法施行令等の一部を改正する等の政令（平成２８年政令第１３３号）の改正に関す

る事項

１ 法人事業税交付金の創設に伴う特別区財政調整交付金の総額を定める地方自治法施行令

の規定に係る改正規定の施行期日を平成３２年４月１日とすることとした。（平成２８年

改正令附則１、１４①～③）

２ 環境性能割交付金の創設に伴う特別区財政調整交付金の算定方法を定める地方自治法施

行令の規定に係る改正規定の施行期日を改正する等の規定の整備を図ることとした。（平

成２８年改正令附則１、１４④）

３ 地方法人特別税等に関する暫定措置法の廃止に伴う標準的な規模の収入の額の算定方法

を定める地方財政法施行令の規定等に係る改正規定を削除することとした。（平成２８年
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改正令７）

４ 平成２８年改正法附則第３１条第９項又は第１３項の規定による支払金を国税収納金整

理資金に関する法律第２条第２項の政令で定める支払金に含まれるものとする国税収納金

整理資金に関する法律施行令の規定に係る改正規定の施行期日を平成３３年２月１日とす

ることとした。（平成２８年改正令附則１）

Ⅶ 予算決算及び会計令の改正に関する事項

地方交付税法の改正により消費税の収入額に対する地方交付税の率が平成３２年度から

１９．５％となることに伴い、剰余金の計算方法について所要の見直しを行うこととした。

（予算決算及び会計令１９）

Ⅷ 地方自治法施行令の改正に関する事項

平成３２年度以後の年度分の特別区財政調整交付金の算定方法について、所要の見直しを

行うこととした。（地方自治法施行令２１０の１２）

Ⅸ 特記事項

自動車税の環境性能割の非課税又はそれぞれの税率を定める規定の適用を受ける自動車及

び軽自動車税の環境性能割の非課税又はそれぞれの税率を定める規定の適用を受ける三輪以

上の軽自動車の範囲については、平成３０年度中に、自動車及び三輪以上の軽自動車に係る

環境への負荷の低減に関する技術開発の動向、地方財政への影響等を勘案して見直しを行い、

必要な法制上の措置を講ずることとした。（社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本

的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する

法律附則②）

（備考）この通知においては、次のとおり略称を用いているので、留意願います。

「法」：地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

「税制抜本改革法」：社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための

地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律（平成２４年法律第６９号）

「平成２８年改正法」：地方税法等の一部を改正する等の法律（平成２８年法律第１３号）

「平成２８年改正令」：地方税法施行令等の一部を改正する等の政令（平成２８年政令第１

３３号）

「平成２６年改正令」：地方税法施行令の一部を改正する政令（平成２６年政令第３１６号）


